
 

 

 

 

第 ５ 回 

 

 

熊本県議会 

 

厚生常任委員会会議記録 
 

 

平成28年12月13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所 第 ３ 委 員 会 室 



第５回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成28年12月13日) 

 - 1 - 

 

   第 ５ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成28年12月13日(火曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時30分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成28年度熊本県一般会計補

正予算（第13号） 

議案第９号 平成28年度熊本県病院事業会

計補正予算（第１号） 

報告第２号 専決処分の報告について 

請第19号 自衛隊熊本病院診療の一般開放

について国への意見書提出を求める請願 

請第21号 昨今の厚生労働省におけるたば

こ政策について国への意見書提出を求め

る請願 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①熊本県地域医療構想（原案）の概要に

ついて 

  ②熊本復旧・復興４カ年戦略の策定につ

いて 

  ③熊本地震の概ね３カ月間の対応に関す

る検証の現状報告について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 浦 田 祐三子 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員  田 大 造 

        委  員 岩 本 浩 治 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 健康福祉部 

         部 長 古 閑 陽 一 

       政策審議監 渡 辺 克 淑 

         医 監 迫 田 芳 生 

      長寿社会局長 本 田 充 郎 

 子ども・障がい福祉局長 松 永   寿 

        健康局長 立 川   優 

    健康福祉政策課長 野 尾 晴一朗 

    健康危機管理課長 岡 﨑 光 治 

     高齢者支援課長 谷 口   誠 

認知症対策・ 

    地域ケア推進課長 松 尾 俊 司 

 社会福祉課長 吉 田 雄 治 

子ども未来課長 奥 山 晃 正 

   子ども家庭福祉課長 冨 永 章 子 

    障がい者支援課長 井 上 康 男 

医療政策課長 松 岡 正 之 

  国保・高齢者医療課長 髙 水 真守生 

健康づくり推進課長 坂 本 弘 一 

 薬務衛生課長 大 川 正 晃 

病院局 

     病院事業管理者 永 井 正 幸 

      総務経営課長 清 原 一 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 門 垣 文 輝 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○浦田祐三子委員長 おはようございます。 

 ただいまから第５回厚生常任委員会を開会

いたします。 

 今回付託された請第19号及び請第21号につ

いて、提出者から趣旨説明の申し出があって

おりますので、これを許可したいと思いま
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す。 

 まず、請第19号についての説明者を入室さ

せてください。 

  (請第19号の説明者入室) 

○浦田祐三子委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には、請願書の写しを配付いた

しておりますので、説明は簡単にお願いいた

します。 

  (請第19号の説明者趣旨説明) 

○浦田祐三子委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査をいたしますので、本日は

これでお引き取りください。 

  (請第19号の説明者退室) 

○浦田祐三子委員長 次に、請第21号につい

ての説明者を入室させてください。 

  (請第21号の説明者入室) 

○浦田祐三子委員長 説明者の方に申し上げ

ます。各委員には、請願書の写しを配付いた

しておりますので、説明は簡単にお願いいた

します。 

  (請第21号の説明者趣旨説明) 

○浦田祐三子委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査を行いますので、本日はこ

れでお引き取りください。 

  (請第21号の説明者退室) 

○浦田祐三子委員長 それでは、これより本

委員会に付託された議案等を議題とし、これ

について審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 初めに、健康福祉部長から総括説明を行

い、続いて、付託議案等について、担当課長

から順次説明をお願いいたします。 

 初めに、古閑健康福祉部長。 

 

○古閑健康福祉部長 議案の説明に先立ちま

して、９月県議会厚生常任委員会以降の健康

福祉部に関係します平成28年熊本地震への対

応につきまして御説明を申し上げます。 

 去る11月14日に、計画しておりました

4,303戸全ての応急仮設住宅が完成し、みな

し仮設住宅と合わせまして１万6,000戸以上

の住まいを提供しております。 

 こうした住まいの確保の取り組みなどを受

けて、11月18日には、県内全ての避難所が閉

鎖されました。 

 この間、健康福祉部では、応急仮設住宅の

入居者を初め、被災された方々の生活再建と

自立支援を目的とする地域支え合いセンター

の設置を支援し、15市町村で10月までに運営

を開始することができました。既に、各市町

村の地域支え合いセンターでは、生活支援相

談員による訪問活動などを行い、被災者の相

談を受けて関係機関に適切につなぐなど、被

災者に寄り添った活動が展開されておりま

す。 

 さらに、被災者の心のケアを行う熊本ここ

ろのケアセンターも相談業務を開始し、被災

された方々の痛みの最小化を図るための取り

組みをしっかりと進めているところでござい

ます。 

 このほか、被災した医療施設や社会福祉施

設の災害復旧については、補助金の査定やグ

ループ補助金の計画認定など、一日も早い復

旧に向けての支援を継続しております。 

 今後も、被災された方々の一日も早い生活

再建と、本県の医療、福祉の提供体制の復旧

と復興に向けて、全力で取り組んでまいりま

す。 

 続きまして、本議会に提出しております健

康福祉部関係の議案等の概要につきまして御

説明を申し上げます。 

 今回提出しておりますのは、予算関係１議

案、報告１件でございます。 

 まず、議案第１号平成28年度熊本県一般会

計補正予算についてですが、震災対応分で９
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億800万円余の増額、通常事業分で3,100万円

余の増額を行い、総額９億4,000万円余の増

額となる補正予算をお願いしております。 

 主な内容ですが、震災対応分では、応急仮

設住宅への物置の設置に係る費用や、被災し

た医療機関からの看護師等の人材流出防止に

関する助成などの予算を計上しております。

通常事業分では、法改正に伴う児童相談所の

弁護士配置費用やドクターヘリの運営費につ

いての助成などの予算を計上しております。 

 次に、報告関係につきましては、報告第２

号専決処分の報告について御報告をさせてい

ただきます。 

 このほか、その他報告事項として、熊本県

地域医療構想(原案)の概要について、熊本復

旧・復興４カ年戦略の策定について及び熊本

地震のおおむね３カ月間の対応に関する検証

の現状報告について御報告をさせていただく

こととしております。 

 以上が今回提出しております議案の概要で

ございます。詳細につきましては、関係課長

が説明いたしますので、よろしくお願いをい

たします。 

 

○浦田祐三子委員長 では、担当課長から説

明をお願いいたします。 

 

○野尾健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 平成28年度12月補正予算関係について御説

明申し上げます。 

 説明資料の２ページをお願いします。 

 災害救助費でございます。 

 資料右端の説明欄をお願いいたします。 

 １の災害救助基金積立金のうち、災害救助

対策費でございます。これは、熊本地震の際

に払い出した災害救助用備蓄物資について、

今後の災害発生に備え、発災前の備蓄数量を

確保するための物資購入費用として、災害救

助基金への積立金3,500万円余を計上してお

ります。 

 次に、２の災害救助対策費のうち、災害救

助事業でございます。 

 応急仮設住宅については、これまで数次に

わたり専決補正を行い、約4,600戸の予算を

確保させていただいたところです。先ほど部

長の冒頭説明にありましたように、予定の

4,303戸につきましては既に完成させていた

だきました。今回は、応急仮設住宅の住環境

の向上を図るため、市町村が各戸に物置を設

置した場合の経費に対する支弁として、５億

2,580万円余を増額するものです。 

 次に、下段の災害援護資金貸付金でござい

ます。 

 説明欄をお願いいたします。 

 １の災害援護資金貸付金でございます。 

 熊本地震により被災した世帯に対し、災害

援護資金の貸し付けを行う市町村への貸付金

として２億9,850万円を増額するものです。

被災した方々の生活再建に向け、必要な資金

を貸し付けるものであり、４月専決処分にお

いて想定した予算を大きく上回る需要があっ

たことから、今回増額をお願いするものでご

ざいます。 

 次に、７ページをお願いしたいと思いま

す。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 健康福祉部においては、民生費のうち、社

会福祉費について、介護基盤緊急整備等事業

のほか３事業で18億7,100万、同じく民生費

のうち、児童福祉費について、児童養護施設

等防犯対策強化事業ほか３事業で5,200万、

災害復旧費のうち、民生費災害復旧費につい

て、老人福祉施設等災害復旧事業ほか５事業

で56億5,100万の繰越明許費の設定をお願い

しております。 

 続いて、８ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 保健・医療・福祉関係業務として、新年度

から業務を開始する必要がある生活困窮者自
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立支援プラン推進事業、生活困窮者総合相談

支援事業ほか２事業について、計２億4,580

万円余の債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 最後に、10ページをお願いいたします。 

 報告第２号専決処分の報告でございます。 

 職員の交通事故に関する専決処分の報告で

ございますが、11ページの事故の概要により

説明させていただきます。 

 この事故につきましては、本年８月23日に

県北広域本部阿蘇地域振興局保健福祉環境部

の職員が、公務中、小国町社会福祉協議会の

駐車場で方向転換をする際に操作を誤り、駐

車中の小型乗用車に接触した物損事故でござ

います。 

 県側の過失割合100％とし、相手方の物的

損害額12万7,263円を県の損害賠償額とする

内容で和解することについて、本年10月26日

に専決処分を行ったものでございます。 

 職員の注意不足が原因であり、交通事故の

防止に向け、さらに徹底するよう取り組んで

まいりたいと考えております。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○谷口高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 説明資料の３ページをお願いいたします。 

 12月補正予算、震災分の説明をさせていた

だきます。 

 老人福祉費で630万円の増額補正をお願い

しております。 

 説明欄の１、高齢者福祉対策費の熊本県介

護人材確保推進補助事業(交通アクセス困難

地域対象)につきましては、現在、阿蘇地域

におきましては、国道57号等の通行どめによ

り、通勤が困難な状況にあることから、今

後、介護施設等が道路凍結等により一時的に

帰宅困難な介護職員を宿泊施設に宿泊させる

場合に、その経費の一部について助成を行う

ものでございます。対象施設は、阿蘇地域に

あります介護保健施設等とし、宿泊費の２分

の１の補助を行う予定でございます。 

 以上、高齢者支援課の12月補正予算といた

しましては、630万円の増額補正をお願いし

ております。 

 高齢者支援課の説明は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○冨永子ども家庭福祉課長 説明資料の５ペ

ージをごらんください。 

 児童福祉施設費として125万2,000円の増額

補正をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 これは児童相談所費でございまして、この

たび、５月に成立いたしました児童福祉法改

正に伴いまして、児童相談所に配置すること

とされました弁護士について、中央児童相談

所及び八代児童相談所に計週４日配置するた

めの経費でございます。弁護士の配置により

まして、法的対応が必要となる場合、保護

者、家庭裁判所等との調整を行うなど、迅

速、的確な対応をするものでございます。財

源につきましては、国、県２分の１ずつでご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○松岡医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 ４ページをお願いいたします。 

 震災分を御説明いたします。 

 保健師等指導管理費で4,325万円余の増額

をお願いしております。 

 １の新規事業、地域医療提供体制回復総合

対策事業は、高度な医療技術を持つ人材の県

外流出を防止するため、被災した医療機関が

県内外の医療機関に対して、在籍出向によ

り、看護師等を派遣する経費について助成す

るものでございます。 
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 本事業は、地域医療再生基金を活用するこ

ととしております。 

 本県の地域医療再生計画の事業期間は、昨

年度の平成27年度まででしたが、今回、熊本

地震からの復興のため、国へ事業期間の延長

と変更を要望しておりまして、承認を得たも

のでございます。 

 続きまして、６ページをお願いいたしま

す。 

 通常分でございます。 

 公衆衛生総務費で2,983万円余の増額をお

願いしております。 

 (1)災害時派遣医療チーム支援事業は、災

害発生初期に医療活動を行いますＤＭＡＴの

防災訓練への参加経費について助成するもの

でございます。参加者の増に伴い、増額補正

をお願いしております。 

 (2)ヘリ救急医療搬送体制推進事業は、ド

クターヘリの運営に要する経費について助成

するものでございますが、今年度の国の国庫

補助基準額の改正に合わせた増額でございま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○浦田祐三子委員長 次に、病院事業管理者

から総括説明を行い、続いて、担当課長から

資料に従い説明をお願いいたします。 

 初めに、永井病院事業管理者。 

 

○永井病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 本議会に提案しております議案の概要説明

に先立ちまして、最近の県立こころの医療セ

ンターの運営状況について御報告申し上げま

す。 

 まず、患者数の動向でありますが、入院患

者延べ数は、10月末現在で２万8,700人であ

り、熊本地震の影響等で昨年度より3,300人

ほど増加しております。 

 また、外来患者延べ数につきましては、同

じく10月末現在で１万5,970人であり、昨年

度とほぼ横ばいの状況であります。 

 次に、退院後の地域での社会生活を支援す

る地域生活支援事業につきましては、事業を

開始しました平成26年度の対象患者数は11人

でしたが、本年11月末現在では22人と倍増し

ております。入退院を繰り返していた患者の

病状悪化を防ぎ、再入院とならないなど、着

実に成果が上がっております。 

 次に、発達障害を含む児童・思春期医療へ

の取り組みとして、平成29年度に予定をして

おります児童・思春期専用病床の開設につき

ましては、既に県外の専門病院への医師の長

期派遣研修や看護スタッフの実地研修を実施

してきたところです。 

 専用病床開設のための病棟改修等のハード

整備に関しましては、熊本地震の影響で若干

のおくれが出ておりますが、現在、病棟改修

の実施設計など、準備を進めております。 

 今後とも、精神科医療におけるセーフティ

ーネット機能と政策医療への取り組みという

県立病院としての役割を果たせるよう、しっ

かりと取り組んでまいります。 

 それでは、本議会に提案しております病院

局の議案等について御説明をいたします。 

 今回提案しておりますのは、第９号議案平

成28年度熊本県病院事業会計補正予算(第１

号)でございます。これは、来年度の年間委

託契約に係る債務負担行為の設定をお願いす

るものでございます。 

 詳細につきましては、総務経営課長から説

明させますので、よろしくお願いを申し上げ

ます。 

 

○浦田祐三子委員長 引き続き担当課長から

説明をお願いします。 

 

○清原総務経営課長 総務経営課でございま

す。 
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 説明資料の９ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 こころの医療センターの業務のうち、庁舎

管理や医事業務、給食業務などの業務委託に

つきましては、平成29年４月１日から業務を

行うため、今年度中に一般競争入札などの契

約事務を終える必要がございます。 

 なお、給食業務につきましては、平成29年

度から３カ年の複数年契約とすることとして

おります。このため、総額３億6,400万円余

の債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。 

 病院局は以上です。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○浦田祐三子委員長 以上で執行部の説明が

終わりましたので、議案等について質疑を受

けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 ４ページの看護師等確保対

策費で、被災したところからよその医療機関

に出向しているということで、大部分は熊本

市民病院の話だろうと思うんですけれども、

それ以外の医療機関でもあったのかというの

と、実際どの程度の人数の方が今出向してい

るのかという話と、その出向に当たって、当

然その医療機関とのマッチングをされたと思

うんですけれども、その部分の経緯等がわか

れば、教えていただければと思います。 

 

○松岡医療政策課長 まず、対象となる医療

機関でございますが、委員おっしゃられまし

たとおり、熊本市民病院の従業員の方を中心

に考えています。そのほかの医療機関につき

ましては、ちょっと具体的に申し上げるとあ

れですが、いろいろ直接お聞きしたところも

含めまして、既にもう解雇をされている等の

医療機関については、既に今回の対象外とな

りますので、我々のほうで把握している、今

のところ想定しているのは熊本市民病院の従

業員ということになります。 

 熊本市民病院においては、看護師の正職員

が400人ほどいらっしゃいますが、出向され

ている方は182名いらっしゃいます。県内外

の医療機関に出向されておりますが、基本

は、それぞれの診療科で先方のいわゆる御要

望、派遣先の医療機関のいろんな御要望を受

けて、病院間でマッチングをされたというふ

うに伺っております。 

 県内は18病院、県外は12病院、基本は九州

内の医療機関になっておりますが、30の医療

機関に出向されておりまして、そのうち、今

回対象としますのは、やはり２次救急だと

か、周産期等の３次医療の医療業務を担当さ

れている高度医療従事者ということに限定を

しております。 

 そういった方々は、今、我々のほうでお聞

きしている限りでは、74名ほどというふうに

伺っております。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 今、182名が出向されてい

るという話、400名中ですね。ということ

は、残りの方は、今の現状というのはどうい

うふうにされているのかというのわかります

か。 

 

○松岡医療政策課長 既に、一部、10床ほど

病棟始まっているということと、あと、外来

部門は既にスタートしております。それと、

市長部局のほうに、いわゆる事務を担当され

ている方も、いわゆる内部異動ということで

いらっしゃるというふうに伺っております。 

 

○藤川隆夫委員 大体流れ的にはわかったん

ですけれども、実際にこの高度医療をされて

いる方が出向されていますよね、人材派遣

で。結局、３年後ぐらいに病院がオープンす

るときに戻ってくるという話になろうかとい
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うふうに思うんですけれども、その部分の、

きちっと戻ってこれるような状況をどういう

形でつくっているかというのは、市とも恐ら

く話をされていると思うんだけれども、その

部分は何かありますかね、確約みたいな。よ

その病院がよければ、よその病院に行ってし

まう可能性もあるもんで。 

 

○松岡医療政策課長 新しい病院が東町のほ

うに御計画されておりますが、今派遣をされ

ている医療機関への派遣期間というのは、原

則１年ごとの更新をされているというふうに

伺っております。したがって、毎年相手方と

協議をしながら引き揚げ等の時期についても

相談ができる状況というふうには伺っており

ます。 

 ただ、今委員おっしゃいましたように、先

方のいろんな御都合というのもあって、いわ

ゆる派遣元である熊本市民病院のほうも、あ

る程度、そこをできるだけ配慮を、いわゆる

お互いの合意で受け入れをしていただいてい

るという関係上、派遣元の都合だけではいか

ないというようなお話もお伺いしております

ので、３年後のスタートする際には、そうい

う高度医療が県内の医療提供体制に支障がな

いような形でできるように、県のほうでもい

ろいろ情報収集をしながら、県としてできる

ことがあれば、しっかり対応していきたいと

思っております。 

 

○藤川隆夫委員 今の説明で大体わかりまし

た。ただ、看護師の中で事務部門に行ってい

るという方の話も先ほど出ましたので、極め

てもったいない話だと私は思うので、できれ

ば、熊本県内全部、看護師不足の話がいろん

なところで出てきているわけで、そちらのほ

うへの派遣というのも、ある意味、本当は考

えるべきだったんじゃないかと思うんです

ね、事務部門に移すんじゃなくて。その部分

は、恐らく市の考えで、なかなか県が言える

立場にはないんだろうというふうに思うんで

すけれども、そのような意見があったことだ

け市にも伝えていただけますか。ということ

でお願いします。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。 

 

○藤川隆夫委員 はい。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 

○池田和貴委員 まず、２ページ、災害援護

資金貸付金についてお尋ねをしたいと思いま

す。 

 まず、これが、補正前の額が4,500万で今

回が２億9,800万と、かなり補正で増額され

てますですね。災害関係については、いろん

な貸付金とかがあると思うんですが、これは

どういう枠組みになっているのか、災害援護

資金の貸付金の枠組みをちょっと教えていた

だきたいということと、当初想定したよりも

かなりの金額の補正予算組まれております

が、ここは当初とどういうふうに違ったの

か、この辺ちょっと教えていただけますか。 

 

○野尾健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 まず、枠組みにつきましては、これは被災

された方に必要な資金を貸し付ける助成で

す。貸付元は市町村になります。 

 それで、根拠法律がございまして、災害弔

慰金に関する法律の中で規定されておりまし

て、まず、貸付原資を国が３分の２、県が３

分の１を拠出して市町村に原資をお渡しする

と、市町村がそれをもらった上で貸し付けを

行って、償還を10年間でしていただくという

ふうな仕組みになっております。 

 大体、最大貸し付ける金額も決めてござい

まして、政令等で。住居全体が滅失、流失し
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た場合350万、住居が全壊の場合250万、世帯

主の方が１カ月以上の負傷をされた場合は、

全壊、先ほど250万と申しましたけれども、

それに100万加算します。計350万になりま

す。半壊でございましたら170万、１カ月以

上の負傷が世帯主にあった場合は270万、こ

ういうふうな仕組みが、法律、政令上で全て

規定されております。償還期間は10年、連帯

保証人はつけてください、利子は３％という

ことでやらせていただいています。 

 

○池田和貴委員 ３％。 

 

○野尾健康福祉政策課長 はい。 

 無利子化について、今政府に要望を行って

いるところでございます。 

 東日本震災の場合は、いわゆる特措法の中

で――これは法定事項なんですよ、３％とい

うのは。それについて特措法でゼロにします

ということが通っておりまして、それについ

ては、本県の場合も適用させてくださいとお

願いをしております。 

 次に、２の当初との見込みの違いでござい

ます。 

 当初は、申しわけないんですけれども、４

月21日付で専決処分をやらせていただいてい

ます。実際、21日に専決処分しているんです

けれども、大体私たちが算定しましたのが４

月21日ぐらいで、発災後１週間ぐらいで算定

をしようということになりました。それで、

もうそのときは、もうあらかじめ上げなきゃ

いけないということで、どうしようか、とて

ももう被害状況もわかりませんし、当時の被

害状況を見てみますと、当時把握していたの

が、全壊が約1,500戸とか半壊で1,400戸、一

部損が2,300戸、まだ非常に曖昧な数字で被

害状況を把握していましたので、その中で、

九州北部大豪雨のときにどのくらい支給した

かと、被災世帯の割合を見ますと、大体0.3

％ぐらいの方が一応手を挙げてこられたんで

すよ。そういうことを見ますと、大体15戸程

度から20戸程度で、全体で4,500万ぐらいか

なと思っておりました。 

 今回、実際、貸し付けが進んでいきまし

て、この話は、熊本市は政令市ですから別の

枠組みになっています。ですから、熊本市を

除いて44市町村の貸し付けを見ますと、今の

見込みでしたら、年度内で170名ぐらいの申

し出があるんじゃないかと思っております。

それで、先ほど申しましたこの予算書に書い

ておりますように、全体で３億4,350万とい

う数字を今算定させていただいてます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。なるほど、

そういうことですね。わかりました。 

 続きまして、また、もう１点、ちょっとお

尋ねをしたいことがあるんですけれども、よ

ろしいですか。 

 

○浦田祐三子委員長 どうぞ。 

 

○池田和貴委員 医療政策課、６ページなん

ですが、ヘリ救急医療搬送体制推進事業で

2,929万の補正がされております。説明で

は、国の制度改正に伴って増額をするという

ことになったわけですが、ドクターヘリ、私

の地元の天草でも非常に重要ですし、阿蘇な

んかも非常に大変だと思っています。やっぱ

りどうしてもこれは逆に足りないぐらいじゃ

ないかと思うんですが、もともとのドクター

ヘリの運営に対しての、どういう割合で県が

負担をしていたとかいうことと、今後の変更

がどうなったのか。あわせて、今ドクターヘ

リの運航状況についてお知らせいただければ

と思います。 

 

○松岡医療政策課長 まず、この経費の、今

回2,929万円増加をお願いしております。 

 これは、先ほども申しました国庫補助基準



第５回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成28年12月13日) 

 - 9 - 

額の変更がことし５月に行われております。

もともと２億1,900万円余りの補助基準額で

ございました。今回、これが増額になりまし

て２億4,800万円ほどになります。それを、

日赤の熊本県支部へ、日赤病院が基地病院と

なってドクターヘリを運航していますので、

補助をしています。 

運航状況でございますが、昨年度のヘリの

運航実績は638件ございます。今年度は11月

までで500件ちょうどになっております。前

年同月比で、４月から11月までで比較すると

24％増ということになって、やはり、今回震

災を機に、４月、５月の搬送がかなりふえた

ということで、かなり数はふえております。 

 ちなみに、防災ヘリの「ひばり」のほうも

参考までに紹介いたしますと、昨年度の「ひ

ばり」が185件、今年度は11月までに143の出

動ということになって、かなり「ひばり」の

ほうもふえております。 

 

○池田和貴委員 多分、もともと阿蘇がこの

ドクターヘリの使用頻度多かったかというふ

うに思うんですが、道路が今みたいな形で寸

断されているので、さらにこれはふえてくる

んじゃないかと思うんですね、当然道路での

搬送ができなくなってくるので。ただ、夜と

かはドクターヘリ飛ばないので、その辺の問

題あると思うんですが、何を言いたいかとい

うと、やっぱりここは命を助けるための最後

の非常に重要なツールだと思っておりますの

で、こういう予算に対しては、もちろんやら

なきゃいけないことだと思いますし、その他

必要であれば、いろんな手だてを講じなが

ら、この搬送の増加に対して対応していただ

きたいということを要望したいと思います。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質問はありませ

んか。 

 

○岩本浩治委員 ３ページでございますが、

介護人材の確保推進ということで、介護施設

の帰れない介護職員の宿泊ということで載せ

てありますが、阿蘇地域全体を指されている

のか、それとも一部地域なのか。それと同時

に、大体どのくらいの宿泊経費を１泊見られ

ているのか。それと、介護だけで、障害関係

もあるわけでございますので、それはどうな

っているのかをぜひお聞かせいただきたい。 

 もう１つが、５ページでございます。 

 児童相談所に弁護士配置ということでござ

いますが、児童相談所が２カ所あるわけです

ね、中央と八代。その弁護士さんは１人で常

勤なのか、非常勤なのか、また、常時、どち

らのほうに弁護士を配置されているのか、そ

れをちょっとお聞かせいただければと思いま

す。 

 

○谷口高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 ３ページの介護人材確保推進補助事業につ

きまして御説明をさせていただきます。 

 まず、地域についての御質問でございまし

たが、地域については、阿蘇郡市にある介護

施設等を対象にしたいというふうに考えてお

ります。 

 また、経費のお話がございましたが、助成

対象は宿泊費でございまして、その２分の１

を補助するものでございますが、１泊当たり

の上限を5,000円に設定をしたいというふう

に考えております。 

 また、１事業所当たり７名で５泊までとい

った制限を設けることを考えております。 

 また、本事業の対象といたしましては、介

護施設等に従事されます介護職員及び看護職

員まで対象にしたいというふうに考えておる

ところでございます。 

 高齢者支援課の説明は以上でございます。 

 

○冨永子ども家庭福祉課長 弁護士の配置に

ついてお尋ねいただきました。 
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 中央児童相談所と八代児童相談所が県の所

管でございますけれども、相談の件数からい

えば、中央児童相談所が八代児童相談所のお

よそ３倍ぐらいになると思います。約３対１

で対応しているところでございますので、弁

護士につきましては、中央児童相談所に中心

的に配置いただきまして、週４日の配置とい

うことですので、恐らくということですが、

今後状況を見ながらでございますけれども、

現段階では、３対１ぐらいの配置かなという

ふうに思っているところでございます。 

 非常勤が１名、合計週４日という配置とい

うことでございます。 

 

○岩本浩治委員 これにつきましては、常勤

弁護士ですか、非常勤ですか。 

 

○冨永子ども家庭福祉課長 非常勤の弁護士

ということで配置の予定でございます。 

 

○岩本浩治委員 それと、済みません、よろ

しゅうございますか。 

 ３ページに戻りますが、介護のほうはわか

ったんですが、阿蘇郡市には障害の入所施設

も多々あるんですが、この障害関係について

は全然ない。 

 

○谷口高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 今回の事業につきましては、あくまでも高

齢者施設等の従事者を対象としておりまし

て、障害者施設の従事者につきましては対象

とはしておりません。 

 以上でございます。 

 

○岩本浩治委員 何ででしょう。 

 

○井上障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 障がい者支援課のほうでは、そういった予

算については計上しておりませんが、阿蘇郡

市の支援施設のほうからそういった御要望を

受けておりませんでしたので、予算化してな

いということでございます。 

 

○岩本浩治委員 戻りますが、なら、介護施

設の場合は阿蘇郡市から要望があってたんで

すかね。 

 

○谷口高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 高齢者関係の施設につきましては、４月の

熊本地震発災以降、被災した施設において従

業員の方がやめられたり休職されたりといっ

た事態がかなり発生をしておりまして、全国

からの応援派遣もたくさん行っていたところ

でございます。お話としては、７月から８月

ぐらいから、冬場のこういう通勤の支援策み

たいなものが団体等とも話をしておりまし

て、前回の９月の議会でも一応検討はしてお

ったところでございますが、今回、12月に仕

組みを詰めまして、計上させていただいたと

ころでございます。 

 また、今回の事業の財源といたしまして、

地域医療介護総合確保基金を使う予定にして

おりまして、この対象となりますのは、障害

者施設における介護職員等がちょっと入るか

どうか、そのあたり少し微妙なところでござ

いますけれども、多分対象にはならないんじ

ゃないかなというふうに考えております。 

 高齢者支援課の説明としては以上でござい

ます。 

 

○岩本浩治委員 わかりました。 

 

○浦田祐三子委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。――ございま

せんか。 

 それでは、なければ、以上で質疑を終了い

たします。 
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 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号及び第９号について、

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認め、一

括して採決いたします。 

 議案第１号及び第９号について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認めま

す。よって、議案第１号及び第９号は、原案

のとおり可決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第19号を議題とい

たします。 

 請第19号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○松岡医療政策課長 請第19号自衛隊熊本病

院の一般開放に関する請願について御説明い

たします。 

 説明に当たりましては、当課のほうで自衛

隊熊本病院に直接伺いました内容を中心に説

明させていただきます。 

 まず、全国の自衛隊病院の状況についてで

すけれども、陸上自衛隊が監督する病院は、

全国に８病院ございます。一般開放について

は逐次拡大されており、現在、６病院が既に

開放されております。 

 東区にあります自衛隊熊本病院の概要につ

いてですが、診療の対象は、自衛官及びその

家族を対象とする職域病院で、病床は、一般

病床が100床ございます。診療科目は、内

科、外科、整形外科等の10の診療科を標榜さ

れており、一日の平均患者数は、入院が20

名、外来は103名となっております。 

 職員数は約200名で、常勤医師が10名いら

っしゃいます。 

 一般開放、すなわち保健医療機関になるに

当たっての病院側のお考えにつきましては、

診療の対象は、主に自衛官のＯＢとその御家

族を想定されており、一般開放される病床数

は現段階では未定とのことです。外来部門

は、一般開放をお考えになっていらっしゃい

ます。 

 また、地域医療にも貢献したいと考えてお

られ、熊本市の医師会、熊本市の歯科医師会

及び熊本市薬剤師会に対して、保健医療機関

になられることについて、既に同意をされて

いると伺っております。 

 保健医療機関になられる時期については、

平成30年以降のできるだけ早い時期を計画さ

れているとのことでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 ただいまの説明に関し

て質疑はありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 自衛隊病院、今、ベッド、

100ベッドぐらいですね。その場合、保健医

療機関になった場合、当然、今後地域医療構

想の中に入ってくるというふうに考えていい

んですかね。 

 

○松岡医療政策課長 現時点では、職域病院

ということですので、対象とはなってないん

ですが、今後、いわゆる一般開放されて保健

医療機関となられた後については、既存の病

床数ということになりますから、地域医療構

想の中で必要な役割分担等について、地域で

の議論の対象とはなってまいります。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はありませ

んか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第19号について、いかがいたしましょう

か。 
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  (「採択」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 採択という意見があり

ますので、採択についてお諮りをいたしま

す。 

 請第19号を採択とすることに御異議ありま

せんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認めま

す。よって、請第19号は採択することに決定

いたしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第19号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。そこで、意見書(案)

について、事務局から配付をさせます。 

  (意見書(案)配付) 

○浦田祐三子委員長 今配付いたしました意

見書(案)は、請願の趣旨、理由とほとんど内

容は変わらないようでありますが、この案の

とおりでよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認めま

す。よって、この意見書(案)を委員会として

委員長名をもって議長宛てに提出したいと思

います。 

 次に、今回付託された請第21号を議題とい

たします。 

 請第21号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○坂本健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 まず、厚生労働省の受動喫煙防止対策のた

たき台でございますが、健康増進の観点に加

えまして、2020年の東京オリンピックを契機

に、従来の努力義務よりも実効性の高い制度

にしようというものでございます。 

 考え方としまして、官公庁など、多数の者

が利用し、他の施設の利用を選択することが

難しいものは建物内禁煙。その中でも、学校

や医療機関など、特に未成年者や患者等が利

用する施設は、より厳しい敷地内禁煙。飲食

店などのサービス業など、利用者側にある程

度施設を選択する機会があるものなどは、原

則建物内禁煙としまして、喫煙室の設置を可

能とするというものです。 

 また、違反者に対して罰則を適用する方向

で検討中とのことです。 

 たたき台の発表後、政府の受動喫煙防止対

策強化検討チームによる関係団体、業界への

ヒアリングが実施されておりまして、ここで

の意見も踏まえた上で、ラグビーワールドカ

ップが開催されます2019年からの施行を目標

に、法改正の準備を進めていくとのことであ

ります。 

 県としましては、今後も国の動きを注視し

てまいります。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 ただいまの説明に関し

て質疑はありませんか。 

 

○岩下栄一委員 この請願は、もっともだと

思いますし、池田委員が紹介議員になってお

られる。御質問というか意見を聞きたいんで

すけれども、もともと受動喫煙の防止は健康

増進法という法に基づいて定められて、その

後、数次の、何といいますかね、対策の強化

が進められてきました。県として、この受動

喫煙と疾病の関連性とか、あるいは受動喫煙

防止の流れの評価とか、そういうことについ

て、健康福祉部ではどういうふうに考えてお

られますか。 

 

○坂本健康づくり推進課長 これまでは、特

に受動喫煙防止に係る啓発、また、教育委員

会と連携しました、特に未成年者の喫煙防止

対策等を実施しております。 

 当課で健康に配慮した外食を提供する健康

づくり応援店という事業をやってますが、こ

の中でも、禁煙対策の推奨、あるいは保健所
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による出前講座等を通じまして、児童生徒へ

の健康教育等を行ってまいったところでござ

います。 

 また、喫煙をやめたい方に対しては禁煙外

来を御紹介するなど、そういった施策もとっ

てまいったところでございます。 

 

○岩下栄一委員 疾病との因果関係等につい

てはどういうふうに考えておられますか。 

 

○坂本健康づくり推進課長 喫煙と疾病との

関係でございますが、国立がん研究センター

等が、ことしの８月31日に発表しましたのが

最近かと思いますが、肺がんになるリスクが

約1.3倍になるということで発表されまし

た。また、厚労省の検討会報告等でも、肺が

んとか虚血性心疾患とか脳卒中などの６疾患

については十分な因果関係があると。また、

その他10疾患については因果関係が示唆され

る、そういった報告が厚生労働省からなされ

てございます。 

 以上でございます。 

 

○岩下栄一委員 今国民医療費は40兆円を超

えて、生活習慣病の罹患者が非常に増大して

いるという現状の中で、やっぱりたばこと肺

がんの関係は相当あるんじゃないかなという

印象があるんですね。というのが、知り合い

の中に肺がんで亡くなった人でヘビースモー

カーだった人がほとんどですね。やっぱりた

ばこは関係あるのかなというふうに日ごろ思

っているわけです。それを、自分が吸って肺

がんになるのは、それはしようがないけれど

も、脇で吸っている人の副流煙を吸い込んで

自分も病気になるというんだったら割が悪い

ですね。 

 ですから、私自身は、この受動喫煙防止と

いうのは、健康増進法を立法したときにかか

わった人間ですけれども、受動喫煙というの

は非常にやっぱり重大な問題ですね。これは

防止対策を遂行していかなきゃならないとい

うふうに思うんですね。 

 ですけれども、たばこ耕作組合とか喫煙者

の権利とか立場もありますので、この請願は

ぜひ採択してもらいたいと思うんですけれど

も、そのあたりの評価を、県はすべからく怠

らずによろしくお願いしたいと思います。 

 

○池田和貴委員 紹介議員なもんですから、

今岩下先生が御指摘をいただきましたよう

に、受動喫煙対策は非常に重要だというふう

に私どもも考えているところでございます。

当然、健康に影響があるということも認識は

しておりますし、ただ、それが、たばこであ

っても、例えば、お酒も飲み過ぎればありま

すし、また、ストレスも当然人間の健康には

関係ございます。大気汚染とかそういったの

も関係あるでしょう。そういった意味では、

たばこが健康に影響するということも当然だ

と思いますが、そのほかの因子もあるという

ことも、そこにはあるというふうに考えてい

るところでございます。 

 受動喫煙につきましては、平成24年にも、

がん対策基本法で当県議会からも意見書を出

させていただきましたが、その当時も、いわ

ゆる分煙につきましては、現実的な分煙対策

をもっと進めるべきで、過度に、例えば、建

物内を一律に禁煙すること自体が社会に与え

る影響というのはいかがなものかということ

を意見書として出させていただいて、当時、

全会一致で意見書は可決をされているところ

でございます。 

 今回も、私が紹介議員となったときにお話

をしましたように、全く建物内を一律に禁煙

をすること自体がどうなのか、また、先ほど

説明がありましたが、行政施設は敷地内禁煙

というお話でございますが、ということは、

民生地では吸っていいということで、行政

が、いわゆる法律で嗜好品と定めているたば

こを、自分たちの敷地内では喫煙はだめにす
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るということは、ある意味、行政の責任放棄

ではないかというような考え方もあるのでは

ないかというふうに考えているところでござ

います。 

 そういった意味では、できれば、いわゆる

現実的に許容し得るような、喫煙ができるよ

うな環境をつくっていくことも一つの方向性

ではないかというふうに考えているところで

ございます。 

 特に、法律上嗜好品とされて、たばこ事業

法によってかなりの納税の金額もあるわけで

ございますから、その一部を活用して、そう

いった対策に充てることも一つの考え方では

ないかというふうに思っているところでござ

います。 

 そういったことを考えて、今回の請願書の

紹介議員としてなったわけでございます。い

ろいろ議論があると思いますが、ぜひ議員の

皆さん方には、趣旨に賛同していただければ

大変ありがたいと思っているところでござい

ます。 

 

○浦田祐三子委員長 先ほどの池田委員のお

話で、お答えができる部分をお答えしていた

だければと思いますけれども。 

 

○池田和貴委員 委員長、よかですよ。私の

考え方を今お話しさせていただいただけなん

で。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかに質疑はございま

せんか。 

  (「ありません」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 なければ、これで質疑

を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第21号については、いかがいたしましょ

うか。 

  (「採択」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 採択という意見があり

ましたので、採択についてお諮りいたしま

す。 

 請第21号を採択とすることに御異議ありま

せんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認めま

す。よって、請第21号は、採択とすることに

決定いたしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第21号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願でございます。そこで、意見書

(案)について、事務局から配付をさせます。 

  (意見書(案)配付) 

○浦田祐三子委員長 今配付いたしました意

見書(案)は、請願の趣旨、理由とほとんど内

容は変わらないようでありますが、この案の

とおりでよろしいですか。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 御異議なしと認めま

す。よって、この意見書(案)を委員会として

委員長名をもって議長宛てに提出したいと思

います。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  (「はい」と呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 それでは、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後に、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順次報告をお願いいたします。 

 

○松岡医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 前回の委員会で地域医療構想について検討
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状況を御報告させていただきましたけれど

も、このたび、原案を取りまとめましたの

で、その内容を御説明させていただきます。 

 200ページ余りの別冊をお配りしておりま

すが、ちょっと時間の都合もありますので、

Ａ３の横表１枚の概要版をお配りしておりま

す。その資料で説明をさせていただきます。 

 第１章から第７章まで構想原案の章立てに

沿って作成しておりますので、ポイントのみ

御説明いたします。 

 第１章、基本的事項ですが、１では、ま

ず、熊本地震から、誇るべき「宝」である本

県の医療提供体制の回復、充実を図ること、

２の構想策定の趣旨では、今後の医療提供体

制を考えるに当たっては、2025年に団塊の世

代が75歳以上となる高齢社会を見据え、急激

な医療・介護ニーズの変化、増大への対応と

いう課題を受けとめることが必要であること

などを記載しております。３の策定体制、プ

ロセスのとおり、地域の医療・介護等関係者

の意見を聴取し、合意形成を図る場として、

県レベルの専門委員会と各地域に部会を設置

して協議を進めております。 

 第２章の熊本県の現状では、人口の推移と

見通し、医療や介護資源の現状をデータ等で

整理しております。 

 第３章の構想区域ですが、この区域は、地

域の病床機能の分化、連携を推進する区域で

ありまして、構想の単位となります。本県で

は、各地域部会の御意見を踏まえ、熊本と上

益城の２地域を統合して、この図のとおり、

10の区域を設けることとしております。 

 第４章、将来の医療需要、病床数の推計で

は、厚生労働省令に基づきまして、構想の区

域ごとに、高度急性期、急性期、回復期、慢

性期の４機能を推計し、記載することとなっ

ております。本県の構想には、この推計値

は、地域の関係者が将来の医療提供体制を検

討する際の材料の一つであり、病床の削減を

目標としたものではないことや、国が定めた

推計方法以外に県独自の聞き取り調査結果等

を踏まえた３通りの推計値を併記しておりま

す。 

 裏面のほうに表で各地域ごとの推計値を掲

載しております。 

 また表に、済みません、戻っていただきま

して、第５章、構想区域ごとの状況では、構

想区域ごとに、人口推移、医療・介護資源の

現状、医療提供体制上の課題などを整理して

おります。 

 第６章ですが、将来の目指すべき医療提供

体制の姿として、高齢化が進展し、医療需要

が増加する中にあっても、県民が安心して暮

らしていくため、安定的かつ継続的にサービ

スを受けられるよう、患者の状態に応じた質

の高い医療を地域の関係者が連携することに

よって効果的に提供できることというふうに

認定しております。 

 裏面をお願いいたします。 

 この目指すべき姿の実現に向け、大きく３

つの施策を立てております。 

 １の病床機能の分化及び連携の推進では、

必要な医療資源の投入による居宅等への早期

復帰を促進するために、地域医療情報ネット

ワーク、くまもとメディカルネットワークの

構築や、地域に不足する病床機能の転換など

を支援してまいります。 

 ２の在宅医療等の充実では、退院後の生活

を支える在宅医療及び介護サービスの充実を

進めるために、切れ目のない医療と介護の連

携体制の構築などを推進します。 

 ３の医療従事者、介護従事者の確保、育成

では、地域に必要な医療・介護人材の確保、

育成を行うために、医師の確保につきまして

は、例えば特例診療所制度の活用などを、ま

た、介護従事者につきましては、修学資金や

マッチング機能の強化による人材確保を初

め、専門研修等による資質の向上や定着支援

も行うこととしております。 

 第７章の推進体制ですが、構想策定後は、
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地域医療構想調整会議を10の区域と全県単位

での会議と２段階で設置をしまして、構想の

実現に向けて協議をしてまいります。２の進

行管理に当たりましては、構想の実現に必要

な事業の進捗状況を毎年度評価して、施策や

事業の見直しを行うこととしております。 

 以上が、済みません、駆け足でしたが、全

体概要でございます。 

 最後に、この裏面の右下に今後の策定スケ

ジュールを少し記載しております。 

 来年の１月から２月にかけまして、各地域

の部会や県の専門委員会で最終案の取りまと

めを行います。県の保健医療推進協議会並び

にパブリックコメントを行った上で、医療審

議会の審議も経て、策定、公示を行う予定で

すが、３月の本常任委員会においても、再度

御報告させていただきますので、よろしくお

願い申し上げます。 

 地域医療構想の説明は以上でございます。 

 

○野尾健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 続きまして、報告事項②、③について、続

けて説明させていただきたいと思います。 

 まず、②を説明差し上げます。 

 今議会に提案しております熊本復旧・復興

４カ年戦略(案)について御報告させていただ

きます。 

 ４カ年戦略は、総務常任委員会の付託審議

となっておりますが、県政運営の基本方針と

して県政全般に関する取り組みを記載してお

りますので、当常任委員会においても、その

概要を御説明させていただくものです。 

 それでは、お配りしておりますＡ３のカラ

ー刷りの資料をお開きいただいてよろしいで

しょうか。 

 資料の右上になりますが、新たな４カ年戦

略は、蒲島県政３期目の基本方針として、31

年度までの期間で取り組む施策をまとめたも

のです。 

 被災者の生活再建と熊本地震からの創造的

復興が県政の最大の課題であるため、復旧・

復興プランのおおむね４年間の取り組みを基

本といたしました。 

 また、これまで蒲島県政２期８年の成果を

生かし、さらなる発展につなげるため、昨年

10月に策定いたしました熊本県まち・ひと・

しごと創生総合戦略の取り組みに加え、知事

が選挙で県民にお約束したという含みを盛り

込んでおります。 

 資料の左側の基本理念でございます。 

 この戦略により、県民総幸福量の最大化に

向け、災害に強く誇れる資産
た か ら

を次世代につな

ぎ夢にあふれる新たな熊本の創造を目指しま

す。 

 基本目標は、復旧、復興と従来からの人口

減少社会への対応、その２つにあわせ、熊本

地震からの総合復興に何が必要かという観点

から、総合戦略の基本目標を見直しました。

そして、基本目標を達成するための取り組み

の方向性を、安心で希望に満ちた暮らしの創

造、未来へつなぐ資産の創造、次世代を担う

力強い地域産業の創造、世界とつながる新た

な熊本の創造の４つとし、実現に向けた13の

施策に展開していきます。 

 まず、１の安全で希望に満ちた暮らしの創

造では、家族や地域の強いきずなが息づく地

域づくりなど、３つの施策を展開し、災害が

起きても安全、安心で生活ができ、進学、就

職、出産などの希望がかない、子育てしやす

い生活環境で夢と希望に満ちた暮らしの創造

を目指します。 

 ２の未来へつなぐ資産の創造では、災害に

負けない基盤づくりなどの３つの施策を展開

し、震災で甚大な被害を受けました熊本の基

盤を再生し、未来の礎を築くために、次世代

へつなぐ資産の創造を目指します。 

 ３の次代を担う力強い地域産業の創造で

は、競争力のある農林水産業の実現、県経済

を支える企業の再生、発展などの５つの施策
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を展開し、被災した農林水産業や商工業など

地域産業の復旧を行うとともに、災害に強い

経営基盤を確立し、地域経済の抱える課題を

克服するよう、力強い産業の創造を目指しま

す。 

 ４の世界とつながる新たな熊本の創造で

は、空港、港の機能向上によるアジアに開く

ゲートウェー化などの２つの施策を展開し、

阿蘇くまもと空港の復旧、機能強化や、熊本

港、八代港の海外展開拠点化を推進するとと

もに、国際スポーツ大会開催等を通じまし

て、世界とつながる熊本の創造を目指しま

す。 

 以上、これらの取り組みを進めることで、

熊本地震からの創造的復興、将来世代にわた

り、幸せを実感できる新たな熊本の創造を目

指します。 

 なお、下段に記しておりますとおり、川辺

川ダム問題、水俣病については、引き続きし

っかり対応してまいります。 

 また、施策の着実な推進に向け、政策評価

を活用したＰＤＣＡマネジメントサイクルに

よる成果重視の県政運営や市町村と連携した

復旧、復興などの地方創生に取り組んでまい

ります。 

 最後に、この４カ年戦略の案は、10月５日

から11月３日まで実施いたしましたパブリッ

クコメント、11月２日に開催しました幸せ実

感くまもと「まち・ひと・しごと」づくり推

進会議における意見を踏まえ、作成しており

ます。 

 以上が②に関する事項の報告でございま

す。 

 続きまして、③平成28年度熊本地震検証の

現状について報告させていただきます。 

 現在、熊本地震の対応について検証作業を

全庁的に進めており、現時点の検討状況につ

いて報告申し上げます。 

 Ａ４の２つの資料があるかと思います。 

 こちらの、まずＡ４縦の資料をお願いした

いと思います。 

 まず、趣旨・目的についてでございます

が、これにつきましては、次の災害に備え

て、防災対策の強化に早急に取り組む必要が

あることから、このポイントといたしまして

は、まず、発災からおおむね３カ月の応急対

策について今回検証を行うことであります。 

 次に、検証項目につきましては、２に記し

ました８項目です。 

 スケジュールにつきましては、３に記した

とおりでございます。 

 概要といたしましては、８月から検証作業

を開始し、関係団体調査、県民アンケートを

実施いたしまして、年が明けまして、１月に

中間報告、３月に最終報告を行う予定でござ

います。29年度におきまして、この３カ月間

の検証結果を県防災計画の改正に活用いたし

まして、発災４カ月から１年の取り組みにつ

いては、29年度において検証を行うこととし

ております。 

 続きまして、Ａ４横の資料をお願いしたい

と思います。カラー刷りでございます。 

 資料の見方といたしましては、まず、検証

項目が縦に、青のラインのところです。縦に

記載されております。 

 まず、このページでいきますと、１、初動

対応が検証項目になります。そして、一番上

段に基本的な取り組み、基本的な考え方を記

載してます。そして次に、評価できる事項、

真ん中に課題、そして改善の方向性というふ

うな平仄でつくらせていただいてます。 

 そして、今回は、健康福祉部に関します事

項につきまして、黄色の四角囲みをさせてい

ただいてます。 

 それでは、健康福祉部に関します項目につ

いて、私のほうから御説明差し上げたいと思

います。 

 まず、１ページ目の初動対応についてです

が、基本的な考え方といたしましては、平素

から関係機関や地域で顔の見える関係を構築
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するということでございます。 

 健康福祉部に関する項目といたしまして

は、医療救護体制に関することです。この黄

色のところを見ていただければと思います。 

 評価できる事項としては、ＤＭＡＴによる

救護活動、ドクターヘリが参集し、患者搬送

が実施されたことです。課題といたしまして

は、ドクターヘリの運航調整体制であった

り、被害等の情報収集ということが課題とし

て上げられております。改善の方向といたし

ましては、医療コーディネート機能の強化、

ドクターヘリの運航調整ルールの明確化等を

考えております。 

 １ページおめくりいただきたいと思いま

す。 

 こちらのナンバー２からナンバー３にかけ

ましてが、ちょっと健康福祉部が中心に担い

ました被災者の生活の支援の部分でございま

す。これらの部分につきましては、これまで

の定例会の一般質問とか、この常任委員会で

いろいろ御質問いただいてますことや、ほか

の調査等も含めて、県といたしまして、ここ

に転記させていただいております。 

 まず、この中で、１番目に健康福祉部に関

しますことは、避難所に関することです。評

価できる項目は、一番左側の①、③に記載し

ておりますように、避難所の空調設備、段ボ

ールベット、消毒薬を整備できたこと、保健

師が地域を巡回し、さまざまな被災者支援を

実施したことを上げております。 

 課題といたしましては、避難所において、

被災者に寄り添った支援に課題があったこと

です。これは②というふうに書いておりま

す。なぜかと申しますと、やはり市町村にお

きまして、避難所運営の経験がなく、人員、

ノウハウが不足していたことや、発災直後

は、多くの避難所で物資が不足したことなど

が上げられます。 

 そして、④の課題を見ていただくと、指定

避難所以外の被災者の対応が困難であったこ

とも課題として捉えております。特に車中泊

の実態がつかめなかったこと、この今回の地

震の大きな課題でありました。 

 ナンバー３のページに移っていただくと、

⑤のほうに、避難行動要支援者への支援が不

十分であったことを書かせていただいてま

す。この理由といたしまして、いろいろ市町

村から確認いたしますと、いわゆる避難行動

要支援者名簿を活用できなかったり、個別の

支援計画が未策定であったり、計画があった

としても計画どおりに支援ができなかった

り、また、避難所における障害者の方たちに

関しますバリアフリーの問題、障害者の方々

のさまざまな特性に応じた対応ができずに車

中泊せざるを得なかったこと、また、福祉避

難所におきましては、市町村で指定している

んですが、その運用が十分でなかったことが

今後の課題として考えております。 

 そして、一番右側の改善の方向性を避難所

について説明いたしますと、②に書いており

ますのが、避難所運営について見直しとして

おります。具体的には、行政だけで避難所を

運営するのではなくて、災害専門のＮＰＯや

住民を巻き込んだ避難所運営体制の構築であ

ったり、今回、さまざまな課題を踏まえまし

た避難所運営マニュアルの見直しを考えてお

ります。 

 そして、④のほうを見ていただくと、避難

者の把握体制と情報・物資の提供体制の整備

といたしましては、消防団や自主防災組織、

先ほど申しました災害専門のＮＰＯと連携し

た取り組みや、一番の課題でございました車

中泊避難者の把握をどうやっていくか、それ

の検討を進めていきたいと考えております。 

 そして、⑤の避難行動要支援者への支援の

充実といたしましては、まず、要支援者名簿

をつくっているんですが、それが活用できな

かったということはどういうことか原因をも

う一度確認して、有効活用をどうすべきかを

検討していきたい。そして、個別計画をつく
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っている市町村が、やや約半数でございます

ので、つくってないところにまずつくってい

ただきたいということと、あとは、つくって

いるところも、障害の特性に応じました個別

計画をもう一度見直していただきたいという

お願いをしてまいりたいと思います。 

 そして、一番課題でございました福祉避難

所についてですが、かなりの数、400近くの

数を指定しておりますが、実際、その運営に

ついては、市町村とのやりとりがうまくいか

なかったとか情報不足であったということが

ありますので、福祉避難所の運営マニュアル

を新たに作成いたしまして、研修、訓練等の

実施を考えていきたいと考えております。 

 次に、災害ボランティアについて御説明し

たいと思います。 

 ナンバー３のページの左側をお願いしたい

と思います。 

 評価できる項目といたしましては、④に書

いておりますとおり、災害ボランティアとの

連携がある程度できたこと、具体的には、都

道府県レベルで全国初の取り組みといたしま

して、県、県社協、ＪＶＯＡＤの３者間の連

携会議を発災時はほぼ毎日開催いたしまし

て、課題の共有、対応策について検討を進め

ました。その結果といたしまして、まず、指

定避難所以外の避難所への物資の供給、応急

仮設住宅への引っ越しの支援、避難所の環境

改善を実施しております。 

 課題につきましては、まず、発災当初に避

難所の運営支援をＮＰＯに要請することなど

の初動体制が十分ではなかった、発災直後の

ＮＰＯとの連携が十分でなかったという話

と、あとは、各市町村のボランティアセンタ

ーにおきまして、ボランティアの過不足が非

常に大きく生じましたということを上げてお

ります。 

 改善の方向性でございます。 

 ⑥を見ていただくと、災害ボランティアの

受け入れと連携の強化といたしまして、ボラ

ンティア団体との災害時対応に関する協定の

締結をしたいと考えております。あと１つ

は、どうしたら災害専門のＮＰＯと連携でき

るか、その連携マニュアルを作成していきた

い、そして、ボランティアの過不足を調整す

る仕組みについていろいろ検討を進めてまい

りたいと考えております。 

 次に、中段に記載があります⑤の被災者の

心のケアについて御説明いたします。 

 評価できる事項といたしましては、全国か

ら派遣されましたＤＰＡＴの支援を受けまし

て、避難所における心のケアを実施したこと

です。課題といたしましては、⑦熊本ＤＰＡ

Ｔの体制の整備が未整備であったことが課題

として上げられます。改善の方向性としまし

ては、ここに書いておりますように、⑦熊本

ＤＰＡＴの体制整備を上げております。 

 少々長くなりますが、次に、物資調達につ

いて説明いたします。 

 評価できる事項としては、⑥に書いており

ますように、国のプッシュ型支援、あと、企

業と連携した物資調達が挙げられます。課題

といたしましては、⑧に書いておりますよう

に、物資が不足いたしまして、被災者に十分

行き届かなかったことでございます。具体的

には、発災直後に物資調達や配送が非常に困

難でありました。物資の仕分けや管理ノウハ

ウが県を含めて市町村もノウハウが欠如して

いたということと、人員不足により、市町村

において物資が滞留したこと、いわゆるラス

トワンマイルの問題がございました。改善の

方向性といたしましては、家庭での備蓄の推

進でございますとか、県、市町村の備蓄方針

の見直し、物資提供マニュアルを新たに作成

する、多様な物資調達先の確保や物流業者と

の連携体制の構築を考えております。 

 ページをおめくりいただき、ナンバー４を

お願いしたいと思います。 

 こちらのページは、３、被災者の「すま

い」の確保についてでございます。 
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 基本的な考え方といたしましては、被災者

の生活を再建するために、一日も早い「すま

い」の確保を掲げております。 

 こちらのほうで関係いたしますのは２項目

あります。応急仮設住宅とみなし仮設住宅で

ございます。応急仮設住宅につきましては、

評価できる項目としては、まず、②に書いて

おりますように、痛みを最小化する熊本型応

急仮設住宅を供給することができたと。具体

的には、県産材を活用したり、敷地面積、隣

棟間隔を1.5倍に拡充したり、木造の「みん

なの家」を整備したり、全国初のバリアフリ

ー対応の個別住戸型の仮設住宅を提供したり

しております。 

 課題としては、被災者に寄り添った応急仮

設住宅の提供はやや困難だったということで

ございます。具体的には、まず、市町村が用

地確保に苦慮したり、また、建てた後も入居

決定後において、車椅子の使用者の方が入居

を断念する事例も生じました。 

 改善の方向性といたしましては、③に書い

ておりますように、応急仮設住宅の迅速な建

設と要配慮者を想定いたしまして、手続の導

入について、いろいろここに書いております

項目について検討を進めてまいりたいと思い

ます。 

 次に、みなし仮設住宅でございます。 

 評価できる事項といたしましては、補修型

みなし仮設住宅を活用した住まいの確保で

す。この制度を導入したこともあり、１万戸

を超えるみなし仮設住宅を提供することがで

きました。課題として、やはり発災直後にこ

の制度をつくるために、みなし仮設住宅のス

ムーズな提供に課題があったことです。改善

の方向としては、今回のこのみなし仮設住宅

の要領等を踏まえまして、要領の整備や関係

団体と連携強化を考えていきたいと思いま

す。 

 ページ番号、ナンバー５をお願いしたいと

思います。 

 この項目につきましては、健康福祉部に関

連する項目はございません。 

 この事項は、民間企業や団体との協力、被

災企業への支援に関することです。 

 次に、ナンバー６をお開きいただいてよろ

しゅうございますでしょうか。 

 ナンバー６は、国、県内市町村、全国自治

体等と連携した取り組みに関することです。

このページにつきましても、健康福祉部に関

連する事項はございません。 

 次に、次のページのナンバー７につきまし

ては、６、自助、共助に関することです。こ

れにつきましても健康福祉部に関することは

ございません。 

 最後に、ナンバー８をお開きいただいてよ

ろしゅうございますでしょうか。 

 これは、７、施設・設備等の耐震性と復旧

対策、業務継続、再開対策でございます。こ

の項目につきましては、医療施設、福祉施設

の被災状況の記載があります。改善の方向性

といたしましては、②各施設の耐震化、防災

機能の強化、⑤施設からの被災情報収集体制

の整備をやっていきたいと考えております。 

 ページ番号、ナンバー９は、災害対応を行

うための庁内体制の記載がございます。 

 非常に長くなりましたが、説明を終わりま

す。 

 これまでの検証作業につきましては、この

常任委員会の御議論とか、一般質問でのいろ

いろな御質問を受けての私たちの検討状況と

か踏まえて作成させていただいております。 

 今回は、あくまでも中間報告の手前でござ

いますので、概要の中間報告、概要報告、説

明ということで御理解いただければと思いま

す。 

 以上でございます。 

 

○浦田祐三子委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 
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 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたしたいと思います。 

 ここで私のほうから１つ御提案がございま

す。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取り

組みの一つとして、昨年から、常任委員会ご

とに、１年間の常任委員会としての取り組み

の成果を、２月定例会終了後に県議会のホー

ムページで公表することとしております。 

 つきましては、これまで各委員から提起さ

れた要望、御提案等の中から、執行部におい

て取り組みの進んだ項目について、私と副委

員長で取り組みの成果(案)を取りまとめした

上で、２月定例会の委員会で委員の皆様へお

示し、審議していただきたいと考えておりま

すが、よろしいでしょうか。 

  (「お願いします」呼ぶ者あり) 

○浦田祐三子委員長 それでは、そのように

させていただきます。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。 

 

○藤川隆夫委員 ちょっとさきに言えばよか

ったんですけれども、実は、ＩＣＴを活用し

た医療情報ネットワーク、今、３地区でパイ

ロット事業をされているかと思います。現在

のその進捗状況といいますか、どれだけの医

療機関、あるいは介護施設、あるいは看護

師、薬剤師、どの程度入ってきて、どのよう

な動きをしているのかというのと、もう一点

は、これは極めて有効なやり方だと思うの

で、これを県下にどういう形で波及させてい

くのか、そのタイムスケジュール等がわかれ

ば、そこのところを含めて教えていただけれ

ばと思います。 

 

○松岡医療政策課長 ＩＣＴ、くまもとメデ

ィカルネットワークの関係の御質問ですが、

まず、現状でございます。 

 これまで、阿蘇、人吉・球磨、芦北の３地

域をパイロットエリアとして、その中の医療

機関、診療所、訪問看護ステーション等を対

象に進めてきておりましたが、今年度の計画

では、合計211の施設の加入を目標にやって

おりましたが、やはり利用者がその３エリア

を越えた利用というのが相当あって、なかな

か登録が進まないというふうな御意見等があ

りましたので、せんだってこのメディカルネ

ットワークの関係者会議を開きまして、この

３エリアを取っ払って、もう県下全域を対象

とした推進をしていこうということで話を取

りまとめたところでございます。 

 今後、今委員御指摘のその進め方というこ

とになるんですが、我々のほうとしては、や

はり、まずは基幹病院ですね、地域の中核と

なる25の医療施設、病院を中心に、診療所、

介護の事業所ということで地域に広げていく

考えにしているんですが、まずはその病院か

らしっかり登録といいますか、参加をいただ

いて、そこの利用者に登録をいただくと。当

然、介護事業所あるいは診療所等末端の施設

のほうに加入いただくには、やっぱり市町村

等の協力も必要かと思ってます。市町村の広

報誌等での周知啓発もあわせてやっていきた

いと思っておりますが、やはり、いかんせ

ん、そこは実際住民の方が利用できなけれ

ば、なかなか登録いただけないというような

ことにもなりますので、まずは、やはり先ほ

ど申しました基幹となる施設から順に入って

いただくということを徹底していきたいと思

っております。 

 

○藤川隆夫委員 県下全域を対象ということ

で、これはいつから考えていらっしゃるんで

すか。 

 

○松岡医療政策課長 今申し上げました、熊

大、県医師会、県の３者で基本進めているん

ですが、先々週の会議で、３エリアから県下

全域に広げるということの一応合意をとりま
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した。 

 今、今後の進め方については、具体的な事

業主体は医師会になりますので、医師会のほ

うとこれから具体的にどういう体制でいくの

か、どんな段取りで関係施設にアプローチし

ていくかという打ち合わせを行うこととして

おります。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 

○浦田祐三子委員長 ほかにその他でござい

ませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書が３件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付いたし

ております。 

 次回の委員会につきましては、１月26日木

曜日午前10時から視察を予定いたしておりま

す。 

 なお、正式通知につきましては、後日文書

で行いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、これをもちまして第５回厚生常

任委員会を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

  午前11時30分閉会 
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